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貸 借 対 照 表 
（2026 年 3 月 31 日現在） 

   (単位:百万円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部)   (負債の部)   

流動資産 26,653  流動負債 10,420  

 現金及び預金 896   工事未払金 6,701  

 受取手形 32   買掛金 78  

 完成工事未収入金 19,578   リース債務 19  

 売掛金 169   未払金 552  

 未成工事支出金 1,189   未払法人税等 608  

 商品 23   未成工事受入金 342  

 材料貯蔵品 28   賞与引当金 1,319  

 預け金 4,320   工事損失引当金 0  

 その他 415   その他 797  

固定資産 20,438  固定負債 1,455  

有形固定資産 14,253   リース債務 42  

 建物及び構築物 6,913   退職給付引当金 4  

 機械装置及び車両運搬具 471   ⾧期預り保証金 603  

 工具器具及び備品 151   繰延税金負債 748  

 建設仮勘定 19   資産除去債務 55  

 土地 6,645      

 リース資産 50  負 債 合 計 11,876  

無形固定資産 44  (純資産の部)   

投資その他の資産 6,140  株主資本 32,993  

 投資有価証券 4,416   資本金 1,600  

 関係会社株式 957   資本剰余金 1,667  

 ⾧期貸付金 115   資本準備金 1,667  

 前払年金費用 545   利益剰余金 29,726  

 破産更生債権等 36   利益準備金 399  

 ⾧期前払費用 22   その他利益剰余金 29,326  

 その他 82   固定資産圧縮積立金 399  

 貸倒引当金 △ 35   別途積立金 13,095  

     繰越利益剰余金 15,832  

    評価・換算差額等 2,222  

     その他有価証券評価差額金 2,222  

    純 資 産 合 計 35,215  

資 産 合 計 47,092  負債及び純資産合計 47,092  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
2025 年 4 月 1 日 から   

2026 年 3 月 31 日 まで   

 

     (単位:百万円) 

科  目 金  額 

売上高   57,268  

売上原価   50,878  

売上総利益   6,389  

販売費及び一般管理費   3,207  

営業利益   3,182  

営業外収益     

 受取利息及び配当金 362    

 受取地代家賃 246    

 その他 29  639  

営業外費用     

 支払利息 17    

 その他 3  21  

経常利益   3,800  

特別利益     

 投資有価証券売却益 691    

 その他 47  739  

特別損失     

 固定資産除却損 12    

 その他 1  13  

税引前当期純利益   4,525  

法人税、住民税及び事業税 1,201    

法人税等調整額 76  1,278  

当期純利益   3,247  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
2025 年 4 月 1 日 から   

2026 年 3 月 31 日 まで   

 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1.資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び 

関連会社株式 

 

移動平均法による原価法によっております。 

②その他有価証券  

 市場価格のない

株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）によっております。 

 市場価格のない

株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

①未成工事支出金 個別法 

②商品 移動平均法 

③材料貯蔵品 総平均法 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物、建物附属設備及び構築物並びに太陽光発電設備（機械装置）

については定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3 年～60 年 

機械装置及び車両運搬具 2 年～17 年 

工具器具及び備品 2 年～15 年 
 

(2)無形固定資産 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウエアの 5 年であります。 

(3)リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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3.引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。また執行役員については、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。なお、当事業年度末

において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を

控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計

上しております。 

  ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定額法により費用処理しております。 

   

（4）工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積ることができる工事について損失見

込額を計上しております。 

 

4.収益及び費用の計上基準 

当社は情報通信工事をはじめ、土木設備工事、建築設備工事の設計、施工及びＩＣＴソリューション、ソフトウェ

ア開発を主な事業内容としております。 

工事及びソフトウェア開発に係る収益は、主に⾧期間の工事契約及びソフトウェア開発契約に基づくものでありま

す。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しています。期間がごく短く、金額的重要性が乏しい工事契約については代替的な取扱いを適用し、

一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。なお、進捗度の測

定は、各事業年度の末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行ってい

ます。 

 

5.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 税抜方式によっております。 
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(重要な会計上の見積り) 

一定の期間にわたり収益認識した金額のうち、事業年度末の残高（契約資産） 

当事業年度の計算書類に計上した金額 1,376 百万円 

金額の算出方法 履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収

益を一定の期間にわたり算出しております。 

履行義務の充足に係る進捗度の適切な見積りにあたっては、工事

原価総額の見積額に対する実際発生原価の割合により測定し、それ

に基づき収益を認識しております。 

金額の算出に用いた主要な仮定 工事原価総額の見積りは、工事請負契約の内容、過去の類似契

約における原価実績等の情報により算出しておりますが、作業工程の

遅れや見直し、調達価格の変動など想定外の原価増加により、変動

することがあります。 

翌事業年度の計算書類に与える影響 工事原価総額の見積りは、一般に工事契約等が⾧期にわたること

から工事契約等の進行途上における契約の変更、材料費や外注費

の変動が生じる場合があり、その場合には、工事原価総額の見積りが

変動することに伴い、工事進捗度が変動することにより、翌事業年度

の計算書類において認識する収益の金額に影響を与える可能性があ

ります。 

(収益認識に関する注記) 

1.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

2.当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

 ①契約資産及び契約負債の残高等 

顧客との契約から生じた債権 18,370 百万円 

契約資産 1,376 百万円 

契約負債 342 百万円 

 

(貸借対照表に関する注記) 

1.担保に供している資産 

有形固定資産 建  物 0 百万円 

 土  地 317 百万円 

 計 317 百万円 

    

担保に係る債務 

  上記資産には、根抵当権（極度額 1,230 百万円）を設定しておりますが、当事業年度末において対応する 

債務はありません。 

 

2.有形固定資産の減価償却累計額  8,345 百万円 
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3.保証債務 

 下記の会社の金融機関からの借入れに対して、再保証を行っております。 

熊本城観光交流サービス㈱  22 百万円 

 

4.関係会社に対する金銭債権及び債務 

 

 

 (損益計算書に関する注記) 

1.関係会社との取引高  

売上高  227 百万円 

仕入高  24,436 百万円 

営業取引以外の取引高  563 百万円 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

1.当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式  4,426,608 株 

 

2.当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

(1)配当金支払額  

決議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日 

2025 年 6 月 13 日 

定時株主総会 
普通株式 2,487 百万円 2025 年 3 月 31 日 2025 年 6 月 16 日 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2026 年 6 月 12 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。 

株式の種類 普通株式  

配当の原資 利益剰余金  

配当金の総額 3,165 百万円 

基準日 2026 年 3 月 31 日 

効力発生日 2026 年 6 月 15 日 

 

 

 

 

 
  

短期金銭債権  4,528 百万円 

⾧期金銭債権  － 百万円 

短期金銭債務  3,058 百万円 

⾧期金銭債務  42 百万円 
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(税効果会計に関する注記)  

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 賞与引当金 414 百万円 

 減損損失 105 百万円 

 賞与引当金に係る法定福利費 73 百万円 

 減価償却超過額 40 百万円 

 その他 △62 百万円 

 繰延税金資産小計 571 百万円 

 評価性引当額 △122 百万円 

 繰延税金資産合計 448 百万円 

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 1,017 百万円 

 固定資産圧縮積立金 180 百万円 

 繰延税金負債合計 1,197 百万円 

 繰延税金負債の純額 748 百万円 

 

（金融商品に関する注記） 

  1．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

当社は、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形、完成工事未収入金、売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、当社の与信管理基準に則り、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、

信用状況を把握する体制としております。 

投資有価証券は市場価格の変動のリスクに晒されておりますが、それらは取引先企業との業務又は資本提携

に関連する株式等であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。 

営業債務である工事未払金、買掛金は、１年以内の支払期日であります。これら営業債務は、その決済時

において流動性リスクに晒されておりますが、当社は各部署からの報告に基づき経営企画部が適時に資金繰計

画を作成・更新するとともに、手元流動性を確保し流動性リスクを管理しております。 

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 
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2．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 546 百万円）は、「その他の有価証券」には含めておりませ

ん。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、完成工事未収入金、売掛金、預け金、工事未払金、

買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

   （単位:百万円）  

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1)投資有価証券    

  その他有価証券 3,870 3,870 ― 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。 

レベル１の時価:同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価:レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価:重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。 

（注 2）市場価格のない株式等 

                                   （単位:百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 495 

投資事業有限責任組合出資金 50 

合計 546 

市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。 

また、「投資事業有限責任組合出資金」については時価算定会計基準適用指針第 24-16 項の取扱いを適用し

ており、金融商品時価開示適用指針第４項(1)に定める事項を注記しておりません。 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

 1．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は熊本市その他の地域において、賃貸用の不動産等（土地を含む。）を有しております。 

 

 2．賃貸等不動産の時価に関する事項 

 （単位:百万円） 

貸借対照表計上額 時価 

5,333 8,001 
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（※）1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

2.当事業年度末の時価は、土地については主として路線価等の指標に基づいて自社で算定した金額、その他に

ついては固定資産税評価額等の指標に基づいて自社で算定した金額をもって時価としております。 

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

子会社及び関連会社等                                           (単位:百万円) 

種 類 
会社等の 

名 称 

議決権の所

有(被所有)

の割合(%) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 西部電設㈱ 
所有 

直接 100.0 

工事の発注等 

役員の兼任 

外注費の支

払(注 1) 

23,112 

(注 3) 
工事未払金 

2,586 

(注 3) 

親会社 
エクシオグルー

プ㈱ 

被所有 

直接 100.0 

共同企業体の

構成員 

CMS への預

け入れ 

CMS からの 

引き出し 

(注 2) 

53,309 

 

52,208 

 

 

預け金 4,320 

（注 1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま

す。 

（注 2）当社がエクシオグループ株式会社との間で契約締結している CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係る

ものであり、利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注 3）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

1. 1 株当たり純資産  7,955 円 51 銭 

2. 1 株当たり当期純利益  733 円 54 銭 

  

（重要な後発事象に関する注記） 

・システムソリューション事業の再編及び子会社の吸収合併について 

当社は、エクシオグループのグループ会社再編方針に基づき、エクシオ・デジタルソリューションズ株式会社（以下

「EDS」という）を中核としたシステムソリューション事業の再編を行い、2026 年 7 月 1 日付で西部電気工業のソ

リューション事業を EDS へ移管することを決定しております。 

また、同方針に基づき、当社を存続会社、完全子会社のひばりネットシステム株式会社を消滅会社とする、無対

価による適格吸収合併を 2026 年 7 月 1 日付で実施することを決定しております。 

なお、同社の 2026 年 3 月 31 日現在の資産状況は以下のとおりであります。 

（総資産 237.8 百万円、負債 52.3 百万円、純資産 185.5 百万円） 


